別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：遺家族等援護費　　
	事業名: 帰国者援護事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　

　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 社会援護担当　電話番号：058-272-8264
　　　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：16千円（前年度予算額：18千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　中国から永住帰国した残留邦人（残留孤児）の国の援護期間の上限（３年）が平成１９年度末に撤廃され、継続して各種相談等の支援が受けられることとなったが、自費で帰国した残留邦人等の家族については対象外となっている。
　　　しかし、自費で帰国した家族についても、地域社会で生活していく上での困難は国の援護を受けられる残留邦人と同様である。このような残留邦人の家族に対して国費により設置した支援・相談員が、各種相談に応じる。

　　　

	２　所要経費


　　中国帰国者支援・相談員への報償費　16千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	18
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18

	要求額
	16
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16

	決定額
	16
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	（事業の目的・内容）

国の援護対象外の残留邦人の家族に対して各種相談に応じる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

○指標を設定することができない場合の理由
	相談があった都度対応するため数値目標はない。


（平成24年度の取組）

	平成24年度は実績なし。


（平成24年度の成果）

	平成24年度は実績なし。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	自費で帰国した家族にも地域に溶け込みやすい環境を提供するため必要。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　国の援護を受けられない残留邦人の家族（２世、３世）ごとに、地域に溶け込むことに苦労する事情は異なっており、その事情に合わせた相談に応じることができる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	全額国費対応で設置する中国帰国者支援・相談員による支援を行う。


（今後の課題）

	特になし。


（次年度の方向性）
	相談があった都度、すばやく対応する。


